


































決　算　年　月 ’ド成9年11月 ’ド成10年11月 平11年11月 ’ド成12年5月 ’ド成12年12月
売 L　　　高 （百万円） 148β29 142β82 127，695 66，700 64β75
経 常　　利　　益 （百万円） 12，905 13，151 12，483 7，126 6，066
当 期　　利　　益 （百万円） 6，782 6，133 5，516 2，064 3β19
資 本　　　　金 （百万円） 35，609 35，611 35，613 35，613 35β13
発行済株式総数 （千三） 140β92 139，696 138β03 136，903 136，903
純 資　　産　　額 （百万円） 132β07 134，272 135，566 133β40 137，621
総 資　　産　　額 （百万円） 152，149 153，416 155，978 152，194 153，680
1株当たり当期利益 （円） 48．32 43．84 39．66 14．99 27．90
自 己　資　本　比　率 （％） 87．0 87．5 86．9 87．8 89．6
株 価　収　益　率 （倍） 56．9 72．8 57．4 151．4 80．5
従 業　　員　　数 （名） 1，207 1，176 1，189 1，005 1，002
売　　　上　　　高 （百万円） 151β48 145，798 132，566 71β74 71，768
連
経　　常　　利　　益 （百万円） 19，703 21β25 20，703 11，584 7，952
当　期　　利　　益 （百万円） 11，891 14，426 13，097 5β60 4，501
純　　資　産　　額 （百万円） 161，745 168，504 161，745 182，222 180，236
結
総　　資　　産　　額 （百万円） 188，512 192，215 180，500 207，456 201，929













































































































1973 日本初の契約プロレーシングチーム 現地法人「シマノシンガポール」設立。 東京・大阪第一部上場
「シマノフランドリア」誕生






































































地　区 名称設立年度・地名 役員 職員 主要な事業内容
北　米 Shimano　Amerika　Corporation　　　l965・カルフォルニア 2 一 自転車部品、釣具、他販売
Shimano　Canada　Ltd　　　　　　　　1983・オンタリオ 自転車部品、釣具、靴販売
G。：Loomis　　　　　　　　　　　　　　　　　l997・ワシントン 釣具ロッドの製造販売
ヨ・一口 Shimano（Europe）GmbH　　　　　　l972・ドイツ 一 1 自転車部品、釣具の販売
　ocノ、 Shimano　UK　Ltd　　　　　　　　　　1988・イギリス ㎜ 1 釣具の販売
Shimano　E耀ope　Fishing　Holding　RV　1989・オランダ ㎜ 欧州釣具販社の統括
Shimano　Be簸elux　RV．　　　　　　　1989・オランダ 一 1 自転車部品、その他の販売
Shimano　Benehx　Fishing　Tackl　B，V。1989・オランダ ㎜ 1 釣具の販売
Shimano　ltaly　Fishing　S。R。：L．　　　　1990・イタリア ㎜ 2 釣具の販売
Shimano　Centre　Interbike　N．V．　　　1991・ベルギー 一 1 自転車部品・その他の販売
shimano　Eu．rope　Holding　B。v．　　　1997・オランダ ㎜ 1 持株、金融会社
Shimano　Italia　S．p。A．　　　　　　　　1998・イタリア 1 2 自転車部品の製造
S．A．SBertin　　　　　　　　　　　　　　2000・フランス 自転車部品・その他の販売
アジア Shi：mano（Si：ngapore）Pte．　Ltd．　　　　1973・シンガポール 5 ㎜ 自転車部品・釣具の製造
Shima鷺。　Compone疵s　Malaysia　Sd焦Bhd。1988・マレーシア 3 1 自転車部品の製造
Wooyu簸Co．，：Ltd．　　　　　　　　　1988・韓国 自転車用シューズ製造販売
PT。Shimano　Batam　　　　　　　　　　　　1991・インドネシア 1 1 自転車部品組立・釣具製造
Shimano（Ku盤han）Bicycle　Co．，：Ltd。1992・中国 2 1 自転車部品の製造
WooyuR　Corp。　　　　　　　　　　1992・中国 自転車用シューズ製造：販売
sin　showa　M｝tal　Pte．Ltd．　　　　　　1993・シンガポール 自転車部品の加工
Pe貧沁sula　Precisio狐Stamping　SdnBhd　l994・マレーシア 1 1 自転車部品の加工
Naruo（Kunsh蝕Meta1）IndustryCo。，：Ltd．1994・中国 自転車部品の加工
Three　Cast（Malaysia）Sdn3hd．　　1995・マレーシア ダイキャスト
Arex　Precision　Manufacturing　SdnBh　l995・マレーシア 金属加工
Shimano（Mersing）SdnBhd．　　　　1996・マレーシア 自転車部品の製造
：Lian　Yun　Gang　Wooyun　Enterprise　l997・中国 スノーボード用靴製造販売
オースト Dunphy　Holding　Pty．：Ltd．　　　　　　1981・オーストラリア 釣具、キャンピング用販売
ラリア Shimano　Australia　Pty．：Ltd。　　　　　1992・オーストラリア 自転車部品、靴販売、
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ションの強化と、納期のスピードアップである。チームシマノの概念5）が打ち出されてから、
コミュニュケーションの強化には鋭意取り組んでおり．公用語である英語で会議を行なってお
り、役員会をチームシマノの所在地で順番に開催している。また、1994（平成6年）には、ヨー
ロッパ地域における拠点をドイツからオランダに移したのである。オランダを選んだのはイン
フラが整備されていることと、英語が堪能な人材を集めやすいという理由が重要である。また
納期のスピードアップについては、島野喜三社長が経営の大きな柱としており、このため1998
（平成10）年にはシマノイタリアを設立（合弁会社アルフレッド・ツン社の株式を100％取得）、
本格的な現地生産を開始した。2000（平成12）年にはチェコに、本社に次ぐ12万5000平方メー
トルにおよぶ用地を取得して工場の開設が間近に迫っており。EU内でのさらなる充実に期待
がかかるのである。
　　　　　　　　5．海外子会社間の連携　一アジアの生産拠点一
　日本を除くアジアエリアでは現在、シンガポール、マレーシア、インドネシア、中国の4ヵ
国で自転車部品および釣具の製造と組み立てが行なわれている。良質でしかも日本や欧米に比
べて低コストの人材供給力を背景に、世界最高品質の製品が日々、市場に送り出されている。
アジアでシマノが最初に進出したのはシンガポールで、1973（昭和48）年全額出資の現地法人
シマノシンガポールを資本金300万シンガポールドルで設立した。
　島野尚三（現・会長）の経営トップがよく口にした言葉に次のようなものがある。「企業と
は、社会の変化への対応業である」6）。社会が変われば、企業もその変化に対応して変わらな
ければならない。変化対応能力こそが企業の繁栄を決定する。そういったポリシーを持ってい
たといえる。人件費の上昇をはじめ、日本国内での生産コストは年々高まっていった。アジア
に生産拠点をつくるために調査を始めたのは．1971（昭和46）年にさかのぼる。東南アジア諸
国やインド、パキスタンが候補地に挙げられたが、最終的にシンガポールに決まったのは、安
定した政治経済環境、優れたインフラ、豊かな労働人口を備えていることなどが、その貸出で
あった。もう1つの大きな理由は、シンガポールは、中国語が公用語として用いられていると
いう。シマノは30年前から中国の方向に向いていたのである。
　シマノシンガポールは、現地政府が開発したジュロン工業団地に3万6000平方メートルの敷
地を確保、リアディレーラー、フロントディレーラー、変速レバー．フリーギアの4点セット
の月産10万個を目指して1974（昭和49）年、工場を建設した。だが、工場建設の直前にオイル
ショックが起こり．続いて1974（昭和49）年7月には米国で自転車ブレーキの制動力に対する
規格変更が行なわれた。新しく定められたξ安全規格努を満たさなければ米国は受け入れない、
という対日輸入規制である。当時、シマノシンガポールは200名の社員を現地採用して大量生
産に向けた作業訓練を行なっていた。シマノシンガポールは変速機の製造であったため、米国
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の規格変更の影響はなかったが、オイルショックの影響で、海外拠点第1号は大きな軌道変更
となった。人員は約3分の1の70名に削減、大幅に縮小された人員でのスタートに当初生産目
標は、月産1万個に切り替えられた。稼働してからの5年間は赤字が続いた。定着率の悪さに
悩まされたが．モチベーイションを高めていく努力を怠らなかった。1978（昭和53）年、米国
向けのコースターブレーキがヒットし黒字転換した。以降、シマノシンガポールはアジアにお
ける拠点施設としての重みを増していった。
　1987（昭和62）年からシマノシンガポールではマウンテンバイク部晶を生産するようになっ
た。長らく月産100万個が課題になっていたが、マウンテンバイクの世界的ブームを背景に1989
（平成元）年にその課題を達成する。マウンテンバイク部品を扱うようになった同時期に、シ
マノシンガポールでは釣具の生産も開始している。次にシンガポールの人件費が問題となった。
シマノシンガポール設立当時から同国の人件費は周辺諸国に比べて高く、1980年野末の時点で
はコスト的にとても引き合うようなレベルではなくなっていた。
　そこで、次にマレーシアに着目した。日本での感覚では国外というと遠く感じるが、東南ア
ジアではそうではない。車で1時間程度のペカナスにマレーシア政府のライセンスを持った工
場を見つけた。人件費はおよそ4分の1で、これならリールの組み立てにも支障がない。ジャ
ングルの中に建つ、小さな⊥場を購入、シマノマレーシアを1988（昭和63）年に設立した。そ
の後、周辺に土地を購入して1990（平成2）年に、シマノコンポーネントマレーシアを設立し
た。ここでは釣具の組み立てとともに、自転車部品の組み立てを行い、現在では1000人を越え
る一大組み立て工場に成長している。マレーシアへの進出に際しては、社会的な変化も追い風
となった。同国のマレー人優遇策であるブミプトラ政策が1988（昭和63）年から緩和されたこ
とで、経営面での自由度が拡大していった。
　シンガポール、マレーシア、インドネシアの3ヵ国を「成長する三角地帯」と呼ぶことがあ
る。3ヵ国は先進国メーカーの生産施設を国を挙げて誘致し、外資をてこに経済成長を図って
きた。シマノはシンガポールに続いてマレーシアに進出、そして1991（平成3）年にはインド
ネシアのバタム島に進出した。これは3ヶ国が強力に推進しようとしている政策……社会の変
化に対応した措置だったといえる。バタム・インドネシア⊥業団地は一部のリゾートホテルを
除けば密林が広がる土地を切開いて造られたもので、シマノはシンガポールの経済開発庁から
誘致を持ちかけられた。マレーシアの賃金はシンガポールの約4分の1で、インドネシアはさ
らにその4分の1であった。低廉なコストでモノづくりができるのは魅力であるが、一方では
マレーシア工場の増強も進んでいたのである。たとえ小規模でもいいからインドネシアに拠点
施設を造っておくことは、リスクを分散する意味でもメリットがあるとした。こうして、1991
（平成3）年シマノバタムが設立された。バタムへの進出はさらに思わぬメリットをもたらし
た。募集に応じた人材のレベルは高く、数も多かった。会社設立の際に開かれたパーティで現
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地女性が舞踏を披露したが、それを見て島野敬三専務は感嘆した。インドネシアの女性が舞踏
を得意とすることは知っていたが彼のとらえ方少し違っていた。あれだけ器用なら、ロッドを
作ってもらったらどうだろう。手先の器用さが必要なロッドは、それまで日本でしか生産して
いなかった。結果としてその読みは見事に的中したのである。
　アジア最大のマーケットを持つ中国に対しては、1992（平成4）年昆山（クンシャン）市に、
シマノクンシャンバイシクルコンポーネントを資本金1200万ドルで設立した。中国政府筋から
の働き掛けは過去に何度かあったが辞退していた。合弁ではなく100％日本資本がシマノの意
向だったためである。［図表一6］シマノクンシャンは、1992（平成6）年4月から生産を開
始、同年12月には原材料から製品に至る一貫生産体制が整った。その稼働に当たってはは、現
在、現地責任者として采配を振るうChiam　Yau　Teng氏を筆頭にシンガポールの人材が活躍
した。20年前にシンガポールに設立を決めた布石が生きてきたのである。
　　　　　　　　　　　　　　［図表一6］企業内国際分業の特徴
企業の製品市場 グローバル化 ローカル型
海外拠点の特徴 100％出資が多い 合弁が多い
　　　　　　　垂直
ｪ業のあり方　　水平
@　　　　　　技術
あり
ｻ品、部品
ﾂ能
あり
舶iのみ
｢難
規定要因 長期視点、技術蓄積 規模、パートナーとの信頼
〈出所〉宗像正幸・坂本清・貫隆夫編著「現代生産システム論』ミネルヴァ書房2000年227ページ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　むすび
　以上がシマノの海外事業展開と経営管理、そして、成功したグローバル戦略である。これま
で見た限りでは、シマノはかなり現地への権限委譲と自立化が進んでいるようである。事業展
開の方向と経営管理の仕方ついてもかなり整合性がとれているといえよう。
　営業皆目から見ると．世界各国共通に完成車に組み込める自転車部晶という特殊な製晶の特
徴を生かしたこと、さらに堺の町で伝承続けてきた江戸時代の鉄砲鍛冶の技術を新製品開発に
成功させたというケースであり、その結果、世界に事業展開が発展できたのであろう。
　地域ごとに見ていくと、北米とヨーロッパはかなり事業展開を行なっているが、いまだアジ
ア、南米、アフリカは．自転車産業の後進国であるため、今後さらに拡大する可能性があるだ
ろう。また、世界的な経済の動きを見ると、アジア、とくに中国への事業展開は今後検討する
必要に迫られているようである。
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藍注灘
1）伊藤嘉博編著「企業のグローバル化と管理会計』中央経済社1995年202ページ
2）洞口治夫著『グローバリズムと日本企業』東京大学出版会2002年233～234ページ
3）bicycle（自転車）とecology（生態学）の合成語。大気汚染の進んだ1970年代の世：相を背景に、カリ
　フォルニア州サンタバーバラのケン・コルスパンが1971年に提唱した。日本では1972年から自転車関
　係団体を中心とする20の公益団体が「バイコロジーをすすめる会」を設立。全国に地方組織を設けて
　運動を展開している。　（渡邉喜久『自転車旅行のすすめ』近代文芸社1995年34ページ）
4）プロの自転車レースとしては、ジロ・デ・イタリアと並んで最も人気のあるイベントで毎年7月に開
　催される。初開催は、1903（明治36）年であった。国際ランキング上位の20チームが参加し、フラン
　スを一周する約4，000kmを20日程度かけて合計タイムを競う世界最大のレースである。
5）チームシマノのコンセプトが故島野敬三社長により、1992（平成6）年に提唱されて以来、日［本とア
　ジアの生産拠点は本社と海外拠点の関係ではなく、チームシマノという大きな枠組みの中で発展が目
　指されてきた。シマノクンシャン設立を契機に、アジアの各拠点は量的拡人に加え、質的向上への時
　代へと本格的に移行したのである。
6）株式会社シマノ80年史編集委員会『シマノ80年史1921－2000』株式会社シマノ2001年、13ページ
　　　　　　　　　　　　　〈株式会社シマノ等に関する参考文献〉
・自転車産業振興協会編集発行『自転車の1世紀一日本自転車産業歴史一』1973年
・島野尚三『初心島野尚三一代記』株式会社インタープレス1996年
・島野工業株式会社社史編纂委員会「シマノ工業60凋年記念社史』島野工業株式会社1982年
・株式会社シマノ70年史編纂；委員会『シマノ70年史』株式会社シマノ1991年
・株式会社シマノ80年史編集委員会『シマノ80年史1921－2000』株式会社シマノ2001年
・渡邉喜久「自転車産業技術の変遷に関する一考察」「東海学園大学／研究紀要』第5号2000年3月
・渡邉喜久「製品開発による企業価値創造一（株）シマノにおける製品の高付加価値化一」『東海学園大
学／研究紀要』第6号2001年3月
〈付記〉本研究のために、ご協力いただきました株式会社シマノ人事総務部長渡邉公之氏、シマノヨー
　　　ロッパ代表湯浅哲氏、シマノ自転車博物館事務局長中村博司氏には、貴重な資料を提供して頂
　　　き、また、長時間にわたる聴取調査に応え、詳細な説明をいただいた。心から謝意を表します。
